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特集 地域DXは次なるステージへ：地域創発型DXへの転換

神尾文彦

地域DXが目指す未来

	行政のデジタル化は基盤整備から
	サービス共創の段階へ
2010年代後半、行政部門のデジタル化、い
わゆるデジタルガバメントが政策的に注目さ
れた。スマートシティやスーパーシティとい
ったデジタル武装型の都市にも注目が集まっ
た。行政や都市においてデジタル技術を用い
てできるサービスが紹介され、日本の都市・
地域が目指す方向性の一つとして認知された。
ただこの時期はデジタル（D）・トランスフォ
ーメーション（X）といっても、どちらかと
いえばデジタル技術そのものの構築に重点が
置かれ、筆者も、エストニアのX-ROAD注1や
デンマークの公的IDシステムなどの先進的
な技術をさまざまな機会で紹介し、日本の中
央および地方政府での導入可能性について提
言してきた。
現状を見ると、日本のデジタル基盤は当時
想定した以上のスピードで進展をしている。
公的IDたるマイナンバーカードは、2016年
の開始からおよそ10年が経過しているが、
2025年 9 月時点でカード保有枚数は9800万枚
と、 1億枚に迫っている。国民がインターネ
ットを通じてアクセスできる官民データを公
開している（オープンデータに取り組んでい

る）自治体は、2019年頃は580程度であった
のが、直近では、全体の 7割強となる約1200
自治体にまで浸透してきた。このように行政
サービスを提供するデジタルインフラが急速
に整ってきたことから、これからは、整備さ
れたデジタル基盤を活用し、国民・市民の便
益につなげていく時期になってこよう。
海外、特に欧州ではそのような動きが活発
化している。もともと欧州には、エストニア
や北欧諸国のように社会システム全体がデジ
タル技術の活用を前提として運営されている
国家も存在するが、近年は、そうした国々以
外の伝統的な行政サービス制度を有する国々
でも、公的IDの整備・活用を進めているこ
とに注目すべきである。フランスでは、スマ
ートフォン（携帯端末）に身分証明書を取り
込み、行政サービスのオンライン提供を始め
た。オランダでも納税者の約 9割がデジタル
IDを使った確定申告を行っている。
また、EU各国では、2026年までにデジタ
ルIDウォレットの提供が義務づけられてい
る。デジタルIDを軸にさまざまな行政サー
ビスを広域連携しようとするこうした動き
は、欧州のデジタルガバメントが次の段階に
移ってきたことを示している。
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	複層する社会課題を克服し、	
「デジタルローカルハブ」形成に	
貢献する地域DXを
日本においてもマイナンバーの普及が進
み、デジタル基盤が整備されつつある今、デ
ジタル・AIなどの先端技術は、技術そのも
のの進化を目的とする段階から、社会・地域
の課題を克服し、社会・地域のありたい姿に
寄り添うべく、効果的・効率的に活用する段
階へとシフトしているのではないか。
地方創生、地域創生は日本特有の、しかも

50年強にわたって認識され続けている主要な
社会課題である。地方創生を実現するうえ
で、高い生産性が持続され、付加価値の高い
業務・ビジネスが創造される地方都市：自立
経済都市（圏）を創ることがカギであると筆
者は考えている。野村総合研究所（NRI）
は、この自立経済都市（圏）を「ローカルハ
ブ」と称し、デジタル技術の力を活用してそ
の実現に尽力しているところである。NRIと
しては、デジタルの力によって生まれるロー
カルハブを「デジタルローカルハブ」とし、

表　デジタルローカルハブの対象となる都市のイメージと地域DXの主な方向

都市タイプ 都市経済の構造

地域の機能・資源

地域DXの主な方向

ポテンシャ
ルのある都
市・地域の
イメージ大企業 地域企業 外貨獲得

要素
研究
人材

行政
中枢

広域中枢
都市

地域ブロック、広域地方
行政の中枢都市機能を有
するとともに、グローバ
ル企業の重要生産拠点や
地域発グローバル企業の
本社が立地している都市

◎ ○ ○ ◎ ◎

市民向けサービスプ
ラットフォーム／産
学官を支援するデジ
タル化／グローバル
企業のデジタル化支
援

京都、福岡、
広島、仙台
など

企業城下町

単一（業種）のグローバ
ル企業およびその傘下と
なるサプライヤーが集積
している都市（素材系、
加工組立系など）

◎ △ ○ △ △

市民向けサービスプ
ラットフォーム／市
民とグローバル企業
をつなぐDXプラッ
トフォーム

豊田、日立、
宇部、延岡
など

行政・商工・
農工都市
（基盤機能集
積拠点）

主要企業の工業拠点・産
業拠点が立地し（あるい
は農業集散地であり）、
研究機関、高等教育機関
が立地し、新しい知の拠
点になり得る都市

△ △ △ ○ ○

市民向けサービスプ
ラットフォーム／関
係人口・貢献人口を
支えるDX／産学官
連携・スタートアッ
プを支援するDX

鶴岡、帯広、
盛岡、東広
島、唐津、
沼津・三島、
桐生・足利・
佐野など

交通物流・
エネルギー
拠点

インバウンド、物流・交
通の拠点性＋半導体・
データセンター・再生可
能エネルギーなど外部か
らの力を活かし経済の循
環を目指す都市

△ △ ◎ △ ○
市民向けサービスプ
ラットフォーム／企
業間連携DX

那覇、ニセ
コ、熊本、
千歳など

※ ◎〇△は都市機能・資源集積の現状を示したイメージ
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本特集でもこの名称を用いている。デジタル
化は、まさに地方都市が世界と直接つなが
り、地域単位で生産性と創造性を実現してい
くデジタルローカルハブを構築するうえで重
要な手段なのである。
日本において、デジタルローカルハブのポ
テンシャルを持った都市はいくつかある。広
域中枢都市、企業城下町、行政・商工・農工
都市などが該当するが、特に注目しているの
は、大学や高等教育機関、基礎研究・応用研
究など、知の拠点を有している中核都市であ
る（表）。
このようなデジタルローカルハブを実現し
ていくうえで、考慮すべき点は 3 つある。
1つ目は、経済・産業活動と市民生活の双方
に配慮したデジタル化を推進することであ
る。 2つ目には、地域経済に貢献し得るDX
人材の育成と就業を支援すること、 3つ目に
は、それらを包括的に支援する行政部門の
DXを構築することが挙げられる。
人口が中長期的に減少する中、国が共通し
て運営する方が効率的なデジタル基盤につい
ては国に任せ、地方はその基盤を活用しつ
つ、人々が多様に活動できるような場や機会
を提供し、安寧（平穏で安らかな状態にある
こと）で希望を育む、生活環境が充実した地
域をどのように創るかに対して、知恵と時間
を費やすことが必要となろう。人口減少、行
政人材の不足が見通される中で、国と地方で
行政サービスをいわば「上下分離」させ、分
担してサービス提供する方向も考えられる
が、それだけでなく、地方政府はコスト効率
性や将来性を考慮した独自の行政サービス基
盤の整備を検討することが望まれる。地域
DXは、限られたリソースの中で、拠点地域

の経済活性化と当地で働き・暮らす市民、そ
して地域外から地域・まちづくりに貢献する
国民すべてに活力と安寧を与えるものでなけ
ればならない。
DXの推進と地域経済の活性化は必ずしも
関連しないのではないか、との指摘がある。
これは、デジタル技術によって行政サービス
の提供や移動に伴う支出や関連投資が少なく
なり、経済活動が縮小するという見方であ
る。確かにこのような一面もあるが、私はデ
ジタルを効果的に利用することで、むしろ新
たな付加価値が生まれると考えている。デジ
タルローカルハブのような産学官の機能が比
較的そろっている中核的な都市であるなら
ば、デジタル基盤・データを地域の知的資産
として産業に活かすことが可能となる。
ドイツのレーゲンスブルク市では、デジタ
ル武装型の自動車（EVを含む）をレーゲン
スブルク製の自動車として世界中に販売し、
外貨を稼いでいる。学術、産業、行政の中で
有用なデータを組み合わせることで、新たな
投資を呼び込むこともできる。市内の経済構
造・炭素排出構造をデータによって可視化
し、脱炭素を早期に実現する街づくり、建物
構成、インフラ運営のあり方を構想し、脱炭
素関連の投資を呼び込んでいるドイツやデン
マークの中規模都市の事例もある。
一方、市民の幸福は、その地域の生産性や
創造性の向上に貢献するという研究がある注2。
DXは市民・生活者における就業や移動の負
担を軽減させるイメージはしやすいが、さら
に日々の生活の助けや糧となって幸福感を与
えることにつながれば、都市経済全体の活性
化にも結びつくはずである。
地域DXが目指す未来、それは、デジタル
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ローカルハブにおいて、企業・市民・関係者
の活力・幸福・安寧を実現することなのであ
る。

	デジタルローカルハブを体現する
地域創発型DXの実態を明らかにする
本特集では、地域の成長・発展を促す基盤
としてのデジタル化、地域創発型DXの実態
について明らかにしている。地域創発型DX
は、行政、住民、企業、学術、教育それぞれ
の主体を対象としたデジタル化ではない。地
域で暮らす市民の生活環境と人生設計をトー
タルで支援し、市民の就業先である地域企業
の成長と発展に貢献するデジタル化である。
デジタルローカルハブのポテンシャルのあ
る拠点都市の中から、山形県鶴岡市のDX支
援の取り組みおよび成果を具体的に示すとと
もに、そこから得られた知見を基に地域創発
型DXの実現に向けた方向性と課題について
論考したものである。
本特集は、「デジタルにかかわる関係者に
とっての羅針盤（戦略）の作成（デジタル戦
略）」「戦略に基づいた地域目線、市民目線で
のサービス革新（システムソリューション）」
「デジタルを実感できる地域施設の整備（空
間）」「デジタルの効果を産学官民に反映する
担い手の育成・招聘（人材）」という観点か
ら 4つの論考で構成しているが、それぞれの
視点から地域創発型DXの内容を具体的に、
生々しく示している。なお、NRIは、2019年
12月に鶴岡市と連携活動にかかわる基本合意
書を締結し、延べ 7年間（2019年～2025年）
にわたって鶴岡市および関係者と一緒にデジ
タル化の取り組みを進めてきた。
第一論考は、鶴岡市のデジタル化支援の全

体像を示した「デジタルが支える活力と幸福
が連動するまちづくり」である。山形県内第
二の人口規模を誇り、産（製造業、農林水産
業）、官に加え、学（大学、高等専門学校）、
研（大学研究所、国家研究機関）、金（地
銀）、言（地域メディア）がそろった中核拠
点である鶴岡市において、どのような視点で
DXを戦略化し、戦略プロジェクトの実効力
を高めたのか、デジタル戦略策定を通じた関
係者の意識共有、俯瞰的・包括的に取りまと
めている。
第二論考は、「デジタルワンストップ構想
のねらいと社会実装」である。鶴岡DXの最
大の特徴である市民生活におけるライフチェ
ーン（就業、教育、買い物、医療とそれを支
える移動）のすべての分野において、適切な
サービスを提供するデジタルワンストップ構
想について詳述している。そうしたデジタル
基盤の構築について、鶴岡市の特徴を踏まえ
た具体的なデータ・システムの構造を示して
いる。具体的には、フロント（窓口）とバッ
ク（事務処理など）それぞれについて市民の
ニーズを効率的に運用するための仕組みや、
都市OSに代表される集中型データ・システ
ムではなく、サービス単位でシステムを組み
立て、必要なときに必要なデータだけを循環
する自律分散型データ連携などについて解説
している。
第三論考は、「『地方創生×デジタル化』を
先導するシンボリックな拠点づくり」であ
る。拠点とは一見デジタル化と対極的なワー
ドのように思われるが、デジタル化を推進す
るうえでその効果を体感できる空間・拠点整
備が重要であることに言及している。合併し
て広大な面積を有することになった自治体に
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とって、合併前の市町村の庁舎をどう活用す
るかはある種の共通した地域課題である。本
論考で紹介しているように、老朽化した庁舎
の建て替えを契機に最先端のデジタル技術を
導入した庁舎につくり替える試みは、合併自
治体のデジタル化を考えるうえで参考になる
だろう。
最後の第四論考は、「地域創発型DXの実現
を担う人材育成とイノベーション」である。
地域DXを軸に地域経済を支える人材をどう
啓発し、育成し、輩出するかについて示して
いる。具体的には、官の啓発、学の育成、民
の輩出という観点で、鶴岡市や鶴岡高専など
で取り組んできた、また今後取り組もうとす
る内容について紹介している。
戦略・システムソリューション・空間・人
材というのは、地域創発型DXで留意すべき
主要なポイントであり、相互に密接に関連し
合っているといえる。 4つの論考をセットで
読み、地域創発型DXの特徴を把握しつつ、
地域DXにかかわってきた各種関係者の魂・
汗・努力を感じ取ってもらいたい。

	デジタルローカルハブ実現を	
目的とした地域創発型DXは	
これからさらに重要性が増す
あくまでも筆者の感触ではあるが、ここ数
年、デジタルローカルハブを地域づくりの目
標にする自治体が増えてきたと実感してい
る。北東北の拠点都市でもある岩手県盛岡市
では、地域の統括機能を有した大手・グロー
バル企業の拠点誘致に加え、市内の学術・教
育機関が持つ起業力や文化・歴史資源を活か
した産業創造を促進させることで、自立・創
造・循環の機能を持った都市づくりが期待さ

れる。北海道帯広市、音更町、芽室町、幕別
町は、市町村界を超えた広域でデジタル化推
進構想を策定した。都市圏単位で地域経済活
性化（食・農業、観光など）と生活環境（医
療・移動など）創造に向けたデジタル化への
取り組みを進めている。
また、広島県東広島市では、国立大学（広
島大学）の拠点があり、半導体・マイクロン
の一大生産基地もある。域内の研究・教育資
産と大企業・中小中堅企業を連携させ、高度
人材を育成・活用しつつ、都市全体の生産
性・創造性を高める施策を推進している。
NRIは現在、これらの自治体と対話を続けて
おり、今後はそれぞれの地域に適した地域創
発型DXの導入にもつなげていきたいと考え
ている。
人口減少は単に「減少」という現象を示す
言葉にすぎない。今後の地域に求められるの
は、今よりも人口が減ったとしても一定の活
力を創り出すために戦略を策定・共有し、そ
れに向けて前向きな投資を進めていくことで
ある。地域や行政のデジタル化は、地域で活
動する市民・企業、それを外側で見ている関
係者すべてにとって、明るく・前向きな投資
の象徴であるべきである。
われわれNRIは、今後も全国の拠点都市が
デジタルローカルハブを目指すうえで必要な
支援をしていきたいと考えている。鶴岡DX
の試みが、デジタルローカルハブを目指す都
市・地域にとって、そして地域・行政のデジ
タル化を通じて社会課題・地域課題・市民課
題の解決を志向する多くの自治体にとって参
考になれば本望である。
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注

1	 エストニアの電子国家を支えるデータ・情報プ
ラットフォーム

2	 米イリノイ大学心理学部名誉教授、エド・ディ
ーナーらの研究成果によると、主観的幸福度
（幸福感）の高い人はそうでない人に比べて創造
性は 3倍、生産性は31％高い傾向になるとの結
果を得ている（『幸福経営に関する理論と調査結
果に関する研究』上田和勇氏レポートより抜粋）
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